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(57)【要約】
【課題】使用者に特定の操作を要求せずに、使用者が所
望する画面の表示状態の制御や表示方向の制御を行う表
示装置を提供すること。
【解決手段】本発明の表示装置１００は、処理される情
報や画像の表示内容を表示する表示部１２０と、表示装
置本体１００の保持状態に応じた保持状態信号ａを出力
する保持状態検出部１３０と、保持状態検出部１３０の
出力に応じて表示部１２０の表示内容を制御する制御信
号ｂを出力する制御部１１０とを備える。表示部１２０
は、第１の表示部１０１と第２の表示部１０２を備える
。保持状態検出部１３０は、第１の保持状態検出部１０
３と第２の保持状態検出部１０４を備える。制御部１１
０は、保持状態信号ａに基づいて、表示装置本体１００
のどの部分が使用者に保持されているかを判断する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　処理される情報や画像の表示内容を表示する表示部と、
　表示装置本体の保持状態に応じた保持状態信号を出力する保持状態検出部と、
　前記保持状態検出部から出力される前記保持状態信号に応じて前記表示部の表示内容を
制御する制御信号を出力する制御部と、
　を備えている表示装置。
【請求項２】
　前記制御部は、前記保持状態信号に基づいて、前記表示装置本体のどの部分が使用者に
保持されているかを判断する請求項１に記載の表示装置。
【請求項３】
　前記表示部は、前記表示装置本体の第１面及び第２面の少なくとも一方の面に配置され
、
　前記保持状態検出部は、前記第１面及び前記第２面の少なくとも一方の面に配置されて
いる請求項１又は２に記載の表示装置。
【請求項４】
　前記表示装置本体は、前記第１面と前記第２面を備え、
　前記第１面に配置された第１の表示部と前記第２面に配置された第２の表示部との少な
くとも一方の表示部と、
　前記第１面に配置された第１の保持状態検出部と前記第２面に配置された第２の保持状
態検出部との少なくとも一方の保持状態検出部と、を備え、
　前記第１の保持状態検出部は、前記第１面の保持状態に応じた第１の保持状態信号を出
力し、
　前記第２の保持状態検出部は、前記第２面の保持状態に応じた第２の保持状態信号を出
力し、
　前記制御部は、前記第１の保持状態信号及び／又は第２の保持状態信号に基づいて、前
記第１の表示部及び／又は前記第２の表示部の表示内容を制御する制御信号を出力する請
求項１から３のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項５】
　前記制御部は、
　前記第１の保持状態信号が保持を示す場合に前記第１の表示部、
　又は前記第１の保持状態信号が保持を示さない場合に前記第２の表示部、
　又は前記第２の保持状態信号が保持を示す場合に前記第２の表示部、
　又は前記第２の保持状態信号が保持を示さない場合に前記第１の表示部、
　の表示を消去又は停止する、もしくは待機用の表示内容に変更する請求項４に記載の表
示装置。
【請求項６】
　前記制御部は、前記保持状態信号に基づいて前記表示内容の表示方向を制御する制御信
号を出力する請求項１から３のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項７】
　前記表示装置本体の外周部に前記保持状態検出部をそれぞれ備えている請求項１から６
のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項８】
　前記表示装置本体の隅に前記保持状態検出部をそれぞれ備えている請求項１から６のい
ずれか１項に記載の表示装置。
【請求項９】
　前記表示装置本体の側面に前記保持状態検出部をそれぞれ備えている請求項１から６の
いずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１０】
　前記保持状態検出部として、第１乃至第４の保持状態検出部を備えている請求項１から
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３，６から９のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１１】
　前記保持状態検出部が、赤外線センサ、温度センサ、測距センサ、圧力センサ、静電容
量センサ、照度センサのいずれかである請求項１から１０のいずれか１項に記載の表示装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表示装置に関し、より詳細には、使用者に特定の操作を要求せずに、使用者
が所望する画面の表示状態の制御や表示方向の制御を行う表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、表示装置の姿勢に応じて自動的に画面の表示内容や画像や文字などの表示方向を
制御する機能（以下、画面表示制御機能）を備えた表示装置は知られている。この種の画
面表示制御機能は、例えば、特許文献１に開示されている技術などによって実現されてい
る。この特許文献１には、重力方向に対する表示面の向きに基づき、画面の表示制御や回
転を行う技術が開示されている。また、例えば、特許文献２には、表示装置の重心の移動
を検出して、表示装置の重力方向に対する姿勢を表示画面上の情報の表示に反映させるこ
とを抑制する技術について開示されている。また、例えば、特許文献３には、画面抑止操
作が実施されているか否かを判定して、その結果に応じて表示装置の重力方向に対する姿
勢を表示画面上の情報の表示に反映させることを抑制する技術について開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－５８８４７号公報
【特許文献２】特開２０１０－８６１９２号公報
【特許文献３】特開２０１４－１３７６４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の画面の表示制御は、重力方向に対する表示装置の姿勢に基づいて画面の制御を行
う。これにより、例えば、使用者がスマートフォンやタブレットＰＣなどの表示装置の姿
勢を変えても、画面の表示方向を常に重力方向に対して一定の方向に保つことができる。
　一方で、表示装置の重力方向に対する姿勢と、使用者が所望する表示方向とが一致しな
い状況、すなわち、表示装置の重力方向に対する姿勢が変化しても、使用者が表示装置の
筐体に対して画面の表示内容を回転させたくない状況も想定される。例えば、表示装置を
保持している使用者が座っている状態から、横を向いて寝転んだ状態になるとする。この
とき、使用者は、表示装置を保持したまま横を向いて寝転んでいるので、座っている状態
の表示内容や表示装置の筐体に対する表示方向を維持したいが、表示装置は重力方向に対
して約９０度、姿勢を回転することになり、従来の画面の表示制御では、表示内容も９０
度、回転してしまうという問題が生じる（例えば、特許文献１の図５の上段の図から中段
の右又は左の図の状態を参照）。
【０００５】
　また、例えば、表示装置に表示された写真や地図を見るときにも不都合が生じる。写真
や地図を見る向きを回転させたいとき、使用者が紙に印刷された写真や地図を回転するの
と同じように表示装置を回転させると、従来の画面の表示制御では、表示内容も重力方向
に対して一定の方向を維持するように回転してしまい、表示されている写真や地図を使用
者の所望する方向に回転することができないという問題が生じる。
【０００６】
　もちろん、一時的に画面の自動回転機能を無効化すれば良いが、自動回転機能が好まし
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い場合も多くあり、頻繁に変わる状況に応じて有効化や無効化を行うのは使用者にとって
操作が煩雑になり、非実用的である。
　このような問題に対し、上述した特許文献２に開示されている技術は、表示装置の重心
の移動を検出し、表示装置の重力方向に対する姿勢を表示画面上の情報の表示に反映させ
ることを抑制する。これによって使用者が座っている状態から、横を向いて寝転んだ状態
になる場合の表示内容や表示方向の維持を実現することができる。しかし、上述の写真や
地図が表示された表示装置の回転については問題を解消できない。
【０００７】
　また、同じく上述の問題に対し、特許文献３に開示されている技術は、画面抑止操作が
実施されているか否かを判定し、その結果に応じて表示装置の重力方向に対する姿勢を表
示画面上の情報の表示に反映させることを抑制する。これによって、使用者が明示的且つ
一時的に画面の自動回転機能を抑制することができるが、そのための特定の操作が生じる
ため、紙に印刷された写真や地図を回転するのと同様の操作とはならない。また、上述し
た特許文献２では、具体的な自動回転機能抑制のための操作としてタッチパネルを指で押
さえておく方法が挙げられているが、これはすなわち画面の一部分を占有することとなり
、使用者に不便を与えることとなる（例えば、特許文献２の図２及び図４参照）。
【０００８】
　本発明は、このような問題に鑑みてなされたもので、その目的とするところは、使用者
に特定の操作を要求せずに、使用者が所望する画面の表示状態の制御や表示方向の制御を
行う表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の第１の態様は、処理される情報や画像の表示内容を表示する表示部と、表示装
置本体の保持状態に応じた保持状態信号を出力する保持状態検出部と、前記保持状態検出
部から出力される前記保持状態信号に応じて前記表示部の表示内容を制御する制御信号を
出力する制御部と、を備えている表示装置である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、使用者に特定の操作を要求せずに、使用者が所望する画面の表示状態
の制御や表示方向の制御を行う表示装置を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明に係る表示装置の実施形態１を説明するための構成図である。
【図２】（ａ），（ｂ）は、実施形態１における表示部を説明するための図である。
【図３】（ａ），（ｂ）は、実施形態１における保持状態を説明するための図である。
【図４】本発明に係る表示装置の実施形態２を説明するための構成図である。
【図５】実施形態２における表示部と保持状態検出部を説明するための図である。
【図６】（ａ）～（ｃ）は、実施形態２における保持状態と表示内容を説明するための図
である。
【図７】特許文献１に示されるような従来技術における保持状態と表示内容を説明するた
めの図である。
【図８】（ａ），（ｂ）は、実施形態２におけるさらに他の保持状態と表示内容を説明す
るための図である。
【図９】特許文献１に示されるような従来技術における保持状態と表示内容を説明するた
めの図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下の詳細な説明では、本発明の実施形態の完全な理解を提供するように多くの特定の
具体的な構成について記載されている。しかしながら、このような特定の具体的な構成に
限定されることなく他の実施態様が実施できることは明らかであろう。また、以下の実施
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形態は、特許請求の範囲に係る発明を限定するものではなく、実施形態で説明されている
特徴的な構成の組み合わせの全てを含むものである。
　以下、図面を参照して本発明の各実施形態について説明する。　
【００１３】
［実施形態１］
　図１は、本発明に係る表示装置の実施形態１を説明するための構成図である。
　本実施形態１に係る表示装置１００は、処理される情報や画像の表示内容を表示する表
示部１２０と、表示装置本体１００の保持状態に応じた保持状態信号ａ（ａ１，ａ２）を
出力する保持状態検出部１３０と、保持状態検出部１３０から出力される保持状態信号ａ
に応じて表示部１２０の表示内容を制御する制御信号ｂを出力する制御部１１０と、を備
えている。
【００１４】
　表示部１２０は、第１の表示部１０１と第２の表示部１０２とを備えている。また、保
持状態検出部１３０は、第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４とを
備えている。
　また、制御部１１０は、第１の保持状態検出部１０３からの第１の保持状態信号ａ１と
、第２の保持状態検出部１０４からの第２の保持状態信号ａ２とに基づいて、表示装置本
体１００のどの部分が使用者に保持されているか、あるいは使用者がどの表示部を見てい
るかを判断する。
【００１５】
　また、表示装置本体１００の外周部に第１及び第２の保持状態検出部１０３，１０４を
それぞれ備えている。また、表示装置本体１００の隅に第１及び第２の保持状態検出部１
０３，１０４をそれぞれ備えていてもよい。また、表示装置本体１００の側面に第１及び
第２の保持状態検出部１０３，１０４をそれぞれ備えていてもよい。
　また、第１及び第２の保持状態検出部１０３，１０４が、赤外線センサ、温度センサ、
測距センサ、圧力センサ、静電容量センサ、照度センサのいずれかであることが好ましい
。
【００１６】
　図２（ａ），（ｂ）は、実施形態１における表示部を説明するための図である。図中符
号１００ａは表示装置本体１００の第１面（表面）、１００ｂは表示装置本体１００の第
２面（裏面）、１０５はスピーカ、１０６はマイク、１０７はカメラを示している。
　図２（ａ），（ｂ）に示すように、第１及び第２の表示部１０１，１０２は、表示装置
本体１００の第１面１００ａ及び第２面１００ｂの少なくとも一方の面に配置され、第１
及び第２の保持状態検出部１０３，１０４は、第１面１００ａ及び第２面１００ｂの少な
くとも一方の面に配置されている。
【００１７】
　つまり、表示装置本体１００は、第１面１００ａと第２面１００ｂを備え、第１面１０
０ａに配置された第１の表示部１０１と第２面１００ｂに配置された第２の表示部１０２
との少なくとも一方の表示部と、第１面１００ａに配置された第１の保持状態検出部１０
３と第２面１００ｂに配置された第２の保持状態検出部１０４との少なくとも一方の保持
状態検出部と、を備えている。
【００１８】
　第１の保持状態検出部１０３は、第１面１００ａの保持状態に応じた第１の保持状態信
号ａ１を出力し、第２の保持状態検出部１０４は、第２面１００ｂの保持状態に応じた第
２の保持状態信号ａ２を出力する。
　制御部１１０は、第１の保持状態信号ａ１及び／又は第２の保持状態信号ａ２に基づい
て、第１の表示部１０１及び／又は第２の表示部１０２の表示内容を制御する第１及び第
２の制御信号ｂ１，ｂ２を出力する。
【００１９】
　また、制御部１１０は、第１の保持状態信号ａ１が保持を示す場合に、第１の表示部１
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０１の表示を消去又は停止する、もしくは待機用の表示内容に変更するか、第１の保持状
態信号ａ１が保持を示さない場合に、第２の表示部１０２の表示を消去又は停止する、も
しくは待機用の表示内容に変更するか、第２の保持状態信号ａ２が保持を示す場合に、第
２の表示部１０２の表示を消去又は停止する、もしくは待機用の表示内容に変更するか、
第２の保持状態信号ａ２が保持を示さない場合に、第１の表示部１０１の表示を消去又は
停止する、もしくは待機用の表示内容に変更するように制御する。
【００２０】
　また、制御部１１０は、第１及び第２の保持状態信号ａ１，ａ２に基づいて表示内容の
表示方向を制御する第１及び第２の制御信号ｂ１，ｂ２を出力する。
　上述したように、本実施形態１における表示装置１００は、第１面１００ａと第２面１
００ｂと、第１面１００ａに配置された第１の表示部１０１と第２面１００ｂに配置され
た第２の表示部１０２との少なくとも片方と、第１面１００ａに配置された第１の保持状
態検出部１０３と第２面１００ｂに配置された第２の保持状態検出部１０４との少なくと
も片方を有している。
【００２１】
　また、表示装置１００としては、一般的な携帯電話やスマートフォンが当てはまるため
、図の理解を容易にするため、第１面１００ａの上部にスピーカ１０５、下部にマイク１
０６、第２面１００ｂの上部にカメラ１０７を有するものとしたが、これらの構成は本発
明に必須のものではない。
　また、表示装置１００は、第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４
の出力に応じて第１の表示部１０１と第２の表示部１０２の表示を制御するための制御部
１１０を有している。
　以下、表示部１２０と保持状態検出部１３０と制御部１１０についてさらに具体的に説
明する。
【００２２】
＜表示部＞
　第１の表示部１０１と第２の表示部１０２は、表示装置１００によって処理される情報
や画像などを表示することができ、制御部１１０によって制御されれば特に制限されない
。例えば、液晶ディスプレイや有機ＥＬディスプレイ、電子ペーパーなどを第１の表示部
１０１及び第２の表示部１０２として用いることができる。
【００２３】
　また、第１面１００ａの表示部１０１の位置及び第２面１００ｂの表示部１０２の位置
は、各々、使用者が第２面１００ｂ側から表示装置１００を掴んで第１面１００ａを見た
とき、及び使用者が第１面１００ａ側から表示装置１００を掴んで第２面１００ｂを見た
ときに使用者に第１の表示部１０１及び第２の表示部１０２によって情報を視覚的に伝達
することができれば特に制限されない。
【００２４】
＜保持状態検出部＞
　第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４は、使用者の手が近づいた
状態を検出できれば特に制限されない。例えば、赤外線センサや温度センサ、測距センサ
、圧力センサ、静電容量センサ、照度センサなどを第１の保持状態検出部１０３及び第２
の保持状態検出部１０４として用いることができる。
【００２５】
　赤外線センサとしては、焦電センサ（Ｐｙｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｓｅｎｓｏｒ）、サ
ーモパイル（Ｔｈｅｒｍｏｐｉｌｅ）、ボロメータ（Ｂｏｌｏｍｅｔｅｒ）などの熱型赤
外線センサや、ダイオードやフォトトランジスタなどの量子型赤外線センサなどを用いる
ことができるが、その種類や方式は特に制限されない。
　第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４として赤外線センサを用い
る場合には、使用者の手が近づくことで使用者の手から放射される赤外線を検出すること
ができれば良く、赤外線センサの位置は特に制限されない。また、使用者が表示装置本体
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１００を手に持った時に手のひらに包まれる位置に置かれても良い。また、使用者が表示
装置本体１００を手に持った時に指や手のひらが接触する部分に置かれても良い。
【００２６】
　また、温度センサとしては、熱電対やサーミスタ、ダイオードなどを用いることができ
るが、その種類や方式は特に制限されない。
　第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４として温度センサを用いる
場合には、使用者の手が近づくことで、または使用者の手が表示装置本体１００に触れる
ことで、使用者の手の熱による温度変化を検出することができれば良く、温度センサの位
置は特に制限されない。使用者が表示装置本体１００を手に持った時に手のひらに包まれ
る位置に置かれても良い。また、使用者が表示装置本体１００を手に持った時に指や手の
ひらが接触する部分に置かれても良い。
【００２７】
　また、測距センサとしては、音波や電磁波を発し、その反射波の存在や強度、発した音
波や電磁波との位相差を基に、障害物との距離を測定するセンサなどを用いることができ
るが、その種類や方式は特に制限されない。
　第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４として測距センサを用いる
場合には、使用者の手やその他の物体が近くに存在することを検出することができれば良
く、測距センサの位置は特に制限されない。使用者が表示装置本体１００を手に持った時
に手のひらに包まれる位置に置かれても良い。また、使用者が表示装置本体１００を手に
持った時に指や手のひらが接触する部分に置かれても良い。またここで第１の保持状態検
出部１０３と第２の保持状態検出部１０４の近くに存在するその他の物体としては、例え
ば、表示装置本体１００を机上に平置きした場合の机の天板などが想定される。また、使
用者の手とその他のものを区別しなくても良い。例えば、表示装置１００が机上に置かれ
たとき、机の表面が表示装置本体１００の測距センサの近くにあること検出し、これに基
づいて第１及び第２の表示部１０１，１０２の表示内容を変更しても良い。
【００２８】
　また、圧力センサとしては、ピエゾ抵抗型圧力センサなどを用いることができるが、そ
の種類や方式は特に制限されない。
　第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４として圧力センサを用いる
場合には、使用者の手に握られたことを検出できれば良く、圧力センサの位置は特に制限
されない。使用者が表示装置本体１００を手に持った時に指や手のひらにより圧迫される
部分に置かれても良い。
【００２９】
　また、静電容量センサとしては、人の手が近づいたり、接触することによる静電容量の
変化を電圧や電流のパルスに対する応答の変化として捉える静電容量センサなどを用いる
ことができるが、その種類や方式は特に制限されない。
　第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４として静電容量センサを用
いる場合には、使用者の手が近づくことによる静電容量の変化を検出できれば良く、静電
容量センサの位置は特に制限されない。使用者が表示装置本体１００を手に持った時に手
のひらに包まれる位置に置かれても良い。また、使用者が表示装置本体１００を手に持っ
た時に指や手のひらが接触する部分に置かれても良い。
【００３０】
　また、照度センサとしては、フォトトランジスタなどを用いることができるが、その種
類や方式は特に制限されない。
　第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４として照度センサを用いる
場合には、使用者の手が近づくことにより照度センサが検出する光量が変化すれば良く、
照度センサの位置は特に制限されない。使用者が表示装置本体１００を手に持った時に手
のひらに包まれる位置に置かれても良い。また、使用者が表示装置１００を手に持った時
に指や手のひらが接触する部分に置かれても良い。
　また、第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４は同じ種類のセンサ
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を用いる必要はない。
【００３１】
＜制御部＞
　制御部１１０は、第１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４の出力に
応じて第１の表示部１０１と第２の表示部１０２の表示を制御することができれば特に制
限されない。制御部１１０として、例えば、アナログＩＣ、ディジタルＩＣ及びＣＰＵ（
Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）などを用いることができる。また、
制御部１１０は他の構成要素に統合されていても良い。
【００３２】
　制御部１１０は、第２の保持状態検出部１０４が使用者の手が近づいた状態を検出した
場合に、使用者は、第１の表示部１０１を見ていると判定し、その場合に適した表示を制
御しても良い。この場合に適した表示の制御とは、例えば、このとき使用者が見ている第
１の表示部１０１については表示装置１００の通常の使用における表示を行い、このとき
使用者が見ていない第２の表示部１０２については、省電力のため、或いはセキュリティ
のために情報の表示をしない、表示の更新を止める、バックライトを用いている場合には
バックライトを消灯する、などが挙げられる。
【００３３】
　図３（ａ），（ｂ）は、実施形態１における保持状態を説明するための図で、共に使用
者が第２面１００ｂ側から表示装置１００を掴んだ保持状態を示している。図３（ａ）は
、第１面１００ａ側から見たときの状態を示す図で、図３（ｂ）は、第２面１００ｂ側か
ら見たときの状態を示す図である。
【００３４】
　図３（ａ）に示すように、使用者が第２面１００ｂ側から表示装置１００を掴んで第１
面１００ａを見るとき、第１の保持状態検出部１０３は使用者の手に覆われないため、使
用者の手が近づいていない状態の値を出力する。一方、図３（ｂ）に示すように、第２の
保持状態検出部１０４は使用者の手に覆われているため、使用者の手が近づいた状態の値
を出力する。すなわち、制御部１１０は第２の保持状態検出部１０４の出力から、又は第
１の保持状態検出部１０３と第２の保持状態検出部１０４の出力の差から、使用者が第２
面１００ｂ側から表示装置１００を掴んで第１面１００ａを見ていることを推定すること
ができ、その状態に応じた表示の制御を行うことができる。
　また、上述した内容と同様に、制御部１１０は第１の保持状態検出部１０３が使用者の
手が近づいた状態を検出した場合に、使用者は第２の表示部１０２を見ていると判定し、
その場合に適した表示を制御しても良い。
【００３５】
　また、例えば、表示装置１００は第２の表示部１０２を有さず、第１の表示部１０１の
みを有している場合、制御部１１０は第２の保持状態検出部１０４が使用者の手が近づい
た状態を検出した場合に、使用者は表示装置１００を手に持ち、第１の表示部１０１を見
ていると判定し、その場合に適した表示を制御しても良い。この場合に適した表示の制御
とは、例えば、使用者が表示装置１００を手に持つ前まで、省電力のため、或いはセキュ
リティのために、抑止されていた情報の表示を行う、停止されていた表示の更新を再開す
る、バックライトを用いている場合には消灯されていたバックライトを点灯する、などが
挙げられる。
　以上のように、表示装置１００は、使用者に特定の操作を要求せずに、使用者が所望す
る画面の表示状態の制御をすることができる。
【００３６】
［実施形態２］
　図４は、本発明に係る表示装置の実施形態２を説明するための構成図である。
　本実施形態２に係る表示装置２００は、処理される情報や画像の表示内容を表示する表
示部２２０と、表示装置本体２００の保持状態に応じた保持状態信号ａを出力する保持状
態検出部２３０と、保持状態検出部２３０から出力される保持状態信号ａに応じて表示部
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２２０の表示内容を制御する制御信号ｂを出力する制御部２１０と、を備えている。
【００３７】
　また、保持状態検出部２３０は、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４を備えて
いる。
　制御部２１０は、第１の保持状態検出部２１１からの保持状態信号ａ１と、第２の保持
状態検出部２１２からの保持状態信号ａ２と、第３の保持状態検出部２１３からの保持状
態信号ａ３と、第４の保持状態検出部２１４からの保持状態信号ａ４とに基づいて、表示
装置本体２００のどの部分が使用者に保持されているかを判断する。
【００３８】
　また、表示部２２０は、表示装置本体２００の第１面及び第２面の少なくとも一方の面
に配置され、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４は、第１面及び第２面の少なく
とも一方の面に配置されている。
　また、制御部２１０は、第１～第４の保持状態信号ａ１～ａ４に基づいて表示内容の表
示方向を制御する制御信号ｂを出力する。
【００３９】
　図５は、実施形態２における表示部と保持状態検出部を説明するための図である。図中
符号２０７はカメラを示している。
　つまり、本実施形態２に係る表示装置２００は、表示部２２０と、第１の保持状態検出
部２１１と第２の保持状態検出部２１２と第３の保持状態検出部２１３と第４の保持状態
検出部２１４とを有しており、これらの第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４は、
図５に示すように、表示装置本体２００の外周部に沿ってそれぞれ配置されている。また
、表示装置本体２００の隅に第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４をそれぞれ配置
してもよい。また、表示装置本体２００の側面に第１～第４の保持状態検出部２１１～２
１４のそれぞれを配置してもよい。
【００４０】
　第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４は、赤外線センサ、温度センサ、測距セン
サ、圧力センサ、静電容量センサ、照度センサのいずれかであることが好ましい。
　また、表示装置本体２００としては、一般的なタブレットＰＣなどが当てはまるため、
図の理解を容易にするため、表示装置本体２００の上部にカメラ２０７を有するものとし
たが、これは本発明に必須のものではない。
　また、表示装置２００は、図４に示すように、第１～第４の保持状態検出部２１１～２
１４の出力に応じて表示部２２０の表示を制御するための制御部２１０を有している。
　以下、表示部２２０と保持状態検出部２３０と制御部２１０についてさらに具体的に説
明する。
【００４１】
＜表示部＞
　表示部２２０は、表示装置本体２００によって処理される情報や画像などを表示するこ
とができ、制御部２１０によって制御されれば特に制限されない。例えば、液晶ディスプ
レイや有機ＥＬディスプレイ、電子ペーパーなどを表示部２２０として用いることができ
る。また、表示部２２０の位置は、使用者に表示部２２０によって情報を視覚的に伝達す
ることができれば特に制限されない。
【００４２】
＜保持状態検出部＞
　第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４は、使用者の手が近づいた状態を検出でき
れば特に制限されない。例えば、赤外線センサや温度センサ、測距センサ、圧力センサ、
静電容量センサ、照度センサなどを第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４として用
いることができる。
【００４３】
　赤外線センサとしては、焦電センサ（Ｐｙｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｓｅｎｓｏｒ）、サ
ーモパイル（Ｔｈｅｒｍｏｐｉｌｅ）、ボロメータ（Ｂｏｌｏｍｅｔｅｒ）などの熱型赤
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外線センサや、ダイオードやフォトトランジスタなどの量子型赤外線センサなどを用いる
ことができるが、その種類や方式は特に制限されない。
　つまり、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４として赤外線センサを用いる場合
には、使用者の手が近づくことで使用者の手から放射される赤外線を検出することができ
れば良く、赤外線センサの位置は特に制限されない。使用者が表示装置本体２００を手に
持った時に手のひらに包まれる位置に置かれても良い。また、使用者が表示装置本体２０
０を手に持った時に指や手のひらが接触する部分に置かれても良い。
【００４４】
　また、温度センサとしては、熱電対やサーミスタ、ダイオードなどを用いることができ
るが、その種類や方式は特に制限されない。
　つまり、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４として温度センサを用いる場合に
は、使用者の手が近づくことで、または使用者の手が表示装置本体２００に触れることで
、使用者の手の熱による温度変化を検出することができれば良く、温度センサの位置は特
に制限されない。使用者が表示装置本体２００を手に持った時に手のひらに包まれる位置
に置かれても良い。また、使用者が表示装置本体２００を手に持った時に指や手のひらが
接触する部分に置かれても良い。
【００４５】
　また、測距センサとしては、音波や電磁波を発し、その反射波の存在や強度、発した音
波や電磁波との位相差を基に、障害物との距離を測定するセンサなどを用いることができ
るが、その種類や方式は特に制限されない。
　つまり、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４として測距センサを用いる場合に
は、使用者の手やその他の物体が近くに存在することを検出することができれば良く、測
距センサの位置は特に制限されない。使用者が表示装置本体２００を手に持った時に手の
ひらに包まれる位置に置かれても良い。また、使用者が表示装置本体２００を手に持った
時に指や手のひらが接触する部分に置かれても良い。
【００４６】
　また、圧力センサとしては、ピエゾ抵抗型圧力センサなどを用いることができるが、そ
の種類や方式は特に制限されない。
　つまり、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４として圧力センサを用いる場合に
は、使用者の手に握られたことを検出できれば良く、圧力センサの位置は特に制限されな
い。使用者が表示装置本体２００を手に持った時に指や手のひらにより圧迫される部分に
置かれても良い。また、表示装置本体２００の側面に置かれても良い。
【００４７】
　また、静電容量センサとしては、人の手が近づいたり、接触することによる静電容量の
変化を電圧や電流のパルスに対する応答の変化として捉える静電容量センサなどを用いる
ことができるが、その種類や方式は特に制限されない。
　つまり、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４として静電容量センサを用いる場
合には、使用者の手が近づくことによる静電容量の変化を検出できれば良く、静電容量セ
ンサの位置は特に制限されない。使用者が表示装置本体２００を手に持った時に手のひら
に包まれる位置に置かれても良い。また、使用者が表示装置本体２００を手に持った時に
指や手のひらが接触する部分に置かれても良い。
【００４８】
　また、照度センサとしては、フォトトランジスタなどを用いることができるが、その種
類や方式は特に制限されない。
　つまり、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４として照度センサを用いる場合に
は、使用者の手が近づくことにより照度センサが検出する光量が変化すれば良く、照度セ
ンサの位置は特に制限されない。使用者が表示装置本体２００を手に持った時に手のひら
に包まれる位置に置かれても良い。また、使用者が表示装置本体２００を手に持った時に
指や手のひらが接触する部分に置かれても良い。
【００４９】
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　また、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４は、同じ種類のセンサを用いる必要
はない。
　また、上述したように、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４は、使用者の手が
近づいた状態を検出できれば良いので、表示部２２０と同じ表面に配される必要はない。
例えば、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４を表示装置本体２００の裏面に配し
ても良い。
　また、表示装置本体２００は、表示部２２０の表示の制御を行うために、加速度センサ
や慣性センサを有していても良い。
【００５０】
＜制御部＞
　制御部２１０は、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４の出力に応じて表示部２
２０の表示を制御することができれば特に制限されない。制御部２１０として、例えば、
アナログＩＣ、ディジタルＩＣ及びＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕ
ｎｉｔ）などを用いることができる。また、制御部２１０は他の構成要素に統合されてい
ても良い。
【００５１】
　また、制御部２１０は、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４が使用者の手が近
づいた状態を検出した場合に、使用者が対応する保持状態検出部２１１～２１４付近を保
持していると判定し、その場合に適した表示を制御しても良い。
　この場合に適した表示の制御とは、例えば、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１
４のうち、使用者が２つの保持状態検出部付近を保持していると判断した場合、その２つ
の保持状態検出部を結ぶ線分の方向を横方向として表示部２２０の表示の方向を制御して
もよい。
【００５２】
　図６（ａ）～（ｃ）は、実施形態２における保持状態と表示内容を説明するための図で
、図６（ａ）は、表示装置本体２００の横位置の両側下端部を両手で保持している状態、
図６（ｂ）は、表示装置本体２００の縦位置の両側下端部を両手で保持している状態、図
６（ｃ）は、表示装置本体２００の横位置の上下端部を両手で保持している状態をそれぞ
れ示している。
【００５３】
　つまり、塔の画像を表示部２２０に表示している表示装置本体２００を両手で持った使
用者が見ている状態をそれぞれ示している。特に、図６（ａ）及び図６（ｂ）は、使用者
が立っている状態又は座っている状態などで、使用者の視界の縦方向が重力方向とほぼ平
行な状態で表示装置本体２００を手に持っている状態で、図６（ｃ）は、使用者が寝転が
った状態などで、使用者の視界の横方向が重力方向とほぼ平行な状態で表示装置本体２０
０を手に持っている状態で、使用者が見ている状態の表示装置本体２００をそれぞれ示し
ている。
【００５４】
　また、図中の塔の画像は、塔が縦に見えている状態が正しいものとし、画像には正しい
方向情報が付与されているとする。
　図６（ａ）の状態では、第１の保持状態検出部２１１と第２の保持状態検出部２１２が
使用者の手を検出しており、第１の保持状態検出部２１１と第２の保持状態検出部２１２
を結ぶ線分の方向を横方向として塔の画像を表示部２２０に表示しているため、使用者は
正しい方向で画像を見ることができる。
【００５５】
　また、図６（ｂ）の状態では、第１の保持状態検出部２１１と第４の保持状態検出部２
１４が使用者の手を検出しており、第１の保持状態検出部２１１と第４の保持状態検出部
２１４を結ぶ線分の方向を横方向として塔の画像を表示部２２０に表示しているため、図
６（ａ）の状態と同様、使用者は正しい方向で画像を見ることができる。
　また、図６（ｃ）の状態では、第１の保持状態検出部２１１と第４の保持状態検出部２
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１４が使用者の手を検出しており、第１の保持状態検出部２１１と第４の保持状態検出部
２１４を結ぶ線分の方向を横方向として塔の画像を表示部２２０に表示しているため、図
６（ａ）の状態と同様、使用者は正しい方向で画像を見ることができる。
【００５６】
　以上のことから、第１から第４の保持状態検出部２１１～２１４のうち、使用者が２つ
の保持状態検出部付近を保持していると判断した場合、その２つの保持状態検出部を結ぶ
線分の方向を横方向として表示部２２０の表示の方向を制御することで、使用者は、常に
表示内容を正しい方向で見ることができる。
　図７は、特許文献１に示されるような従来技術における保持状態と表示内容を説明する
ための図で、従来技術における表示装置本体の横位置の上下端部を両手で保持している状
態を示している。
【００５７】
　特許文献１に示されるような従来技術を用いて画像の表示方向を制御する場合、使用者
が寝転がった状態などで、使用者の視界の横方向が重力方向とほぼ平行な状態で表示装置
本体２００を手に持っている状態における使用者が見ている状態の表示装置本体２００は
、図７のようになるため、この場合、使用者は表示内容を正しい方向で見ることができな
い。
【００５８】
　また、この場合に適した他の表示の制御として、例えば、表示装置本体２００が、表示
部２２０の表示方向の制御を行うために加速度センサを有している場合、第１～４の保持
状態検出部２１１～２１４のうち、使用者がいずれかの保持状態検出部付近を保持し続け
たまま加速度センサにより表示装置本体２００自身の方向の変化を検出した場合に、使用
者が使用者の視覚に対して画面の表示内容を回転させようとしていると判断し、表示装置
本体２００自身や表示部２２０に対する表示内容の方向を維持するよう制御してもよい。
【００５９】
　図８（ａ），（ｂ）は、実施形態２におけるさらに他の保持状態と表示内容を説明する
ための図で、図８（ａ）は、表示装置本体２００の横位置の両側下端部を両手で保持して
いる状態、図８（ｂ）は、表示装置本体２００の縦位置の上端部を片手で保持している状
態をそれぞれ示している。
　つまり、塔の画像を表示部に表示している表示装置本体２００を手で持った使用者が見
ている状態を表している。また、いずれも使用者が立っている状態又は座っている状態な
どで、使用者の視界の縦方向が重力方向とほぼ平行な状態で表示装置本体２００を持って
いるとする。
【００６０】
　また、図中の塔の画像は、塔が縦に見えている状態が正しいものとし、画像には間違っ
た方向情報が付与されているとする。
　図８（ａ）の状態では、加速度センサによって、または、上述した例と同じく使用者の
手を検出している第１の保持状態検出部２１１と第２の保持状態検出部２１２を結ぶ線分
の方向を横方向として塔の画像を表示部２２０に表示しているため、使用者は正しい方向
で画像を見ることができない。図８（ａ）では、塔が９０度右回転した状態で表示されて
いるので、使用者は画像を正しい方向にするためには表示装置本体２００をそのまま左に
９０度回転する。この際、例えば、表示装置本体２００を右手で持ったまま回転すると図
８（ｂ）の状態となる。このとき、第２の保持状態検出部２１２が使用者の保持状態を検
出し続けるため、表示装置本体２００自身や表示部２２０に対する表示内容の方向は維持
されるよう制御される。よって、回転後の図８（ｂ）の状態では、使用者は正しい方向で
画像を見ることができる。
【００６１】
　以上のことから、表示装置本体２００が、表示部の表示方向の制御を行うために加速度
センサを有している場合、第１～第４の保持状態検出部２１１～２１４のうち、使用者が
いずれかの保持状態検出部付近を保持し続けたまま加速度センサにより表示装置本体２０
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回転させようとしていると判断し、表示装置本体２００自身や表示部２２０に対する表示
内容の方向を維持するよう制御することで、使用者は容易に表示内容を任意の方向に回転
することができ、表示内容が誤った表示方向情報を有していたとしても使用者は容易に方
向を修正し、表示内容を正しい方向で見ることができる。
【００６２】
　図９は、特許文献１に示されるような従来技術における保持状態と表示内容を説明する
ための図で、従来技術における表示装置本体の縦位置の上端部を片手で保持している状態
を示している。
　特許文献１に示されるような従来技術を用いて画像の表示方向を制御する場合、使用者
が本発明の実施形態２における表示装置本体を図８（ａ）の状態から図８（ｂ）の状態に
表示装置本体２００を回転させるのと同様に、従来技術における表示装置を左に９０度回
転させると、図９のようになるため、使用者は表示内容を正しい方向で見ることができな
い。この状態を解消するためには、一時的に、表示方向の制御を無効化するか、表示内容
の表示方向情報を修正する必要があり、煩雑な操作を要求される。
【００６３】
　以上のことから本実施形態２を用いた表示装置２００は、使用者に特定の操作を要求せ
ずに、使用者が所望する画面の表示状態の制御、表示方向の制御を行うことができる。
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明の技術的範囲は、上述した実施形
態に記載の技術的範囲には限定されない。上述した実施形態に、多様な変更又は改良を加
えることも可能であり、そのような変更又は改良を加えた形態も本発明の技術的範囲に含
まれ得ることが、特許請求の範囲の記載から明らかである。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　本発明は、画像や文字、写真や地図などを表示する表示部を有する表示装置に適用可能
である。特に、スマートフォン、タブレットＰＣ、携帯電話、ディジタルカメラ、携帯型
ゲーム機、据え置き型ゲーム機のコントローラ、電子辞書、電子書籍リーダ、ＰＤＡ（Ｐ
ｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａｎｔ）などの可搬性に優れた小型の表
示装置に広範に適用することができる。
【符号の説明】
【００６５】
１００，２００　表示装置（本体）
１００ａ　表示装置本体１００の第１面
１００ｂ　表示装置本体１００の第２面
１０１　第１の表示部
１０２　第２の表示部
１０３　第１の保持状態検出部
１０４　第２の保持状態検出部
１０５　スピーカ
１０６　マイク
１０７，２０７　カメラ
１１０，２１０　制御部
１２０，２２０　表示部
１３０，２３０　保持状態検出部
２１１　第１の保持状態検出部
２１２　第２の保持状態検出部
２１３　第３の保持状態検出部
２１４　第４の保持状態検出部
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